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補正前の額 補正額 補正後の額
30,958 △169 30,789

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

町長、副町長及び教育長の給料及び旅費等に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

期末手当の支給率の変更に伴う人件費を補正するものです。

事 業 費

主な経費内容

町長、副町長分

1 一般管理費

△169

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

4　持続可能な町の経営ができるために

4-1　効率的行財政の運営

款 2 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 特別職人件費

1 総務管理費

3 職員手当等 7,139 6,979 △160
4 共済費 7,079 7,070 △9

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 16,740 16,740 0

充当額
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △169
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補正前の額 補正額 補正後の額
66,115 4,000 70,115

0 0 0 4,000
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 4,382 4,382 0
22 償還金利子及び割引料 15,000 19,000 4,000

10 需用費 3,883 3,883 0
11 役務費 6,050 6,050 0
12 委託料 31,295 31,295 0
13 使用料及び賃借料 5,505 5,505 0

事業名 (1-1) 賦課徴収経費 事業費 4,000

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-2　行政機能の確保・管理

根 拠 法 令
条 例 等

地方税法、国税徴収法、東員町町税条例

法人町民税において、過年度分の更正の申告に伴い、還付金が当初見込みより増加したこ
とにより増額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

町税償還金及び還付加算金　　　　　　　4,000,000円

（支出見込額）　　（当初予算額）　　（補正予算額）
　19,000,000円　－　15,000,000円　＝　4,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 税務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 2 徴税費 目 2 賦課徴収費
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補正前の額 補正額 補正後の額
61,111 131,549 192,660

99,977 0 0 31,572
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 21 電力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金 99,977

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

13 使用料及び賃借料 105 223 118
18 負担金補助及び交付金 54,000 180,000 126,000

3 職員手当等 654 654 0
10 需用費 48 78 30
11 役務費 794 1,449 655
12 委託料 5,510 10,256 4,746

事業名 (17-1) 臨時特別給付金事業 事業費 131,549

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-2　地域福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、家計への影響が大きい低所得世
帯（住民税非課税世帯）に対して給付金を支給する事業に係る経費を計上するものです。
対象は、世帯全員の令和5年度の住民税（均等割）が非課税である世帯です。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電算業務委託料（給付システム対応業務）　　　　　3,300,000円
派遣業務委託料（専用窓口対応業務）　　　　　　　1,446,000円
物価高騰生活支援給付金（70,000円×1,800世帯） 126,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費
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補正前の額 補正額 補正後の額
60,550 895 61,445

895 0 0 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 21 電力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金 895

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

10 需用費 300 300 0
11 役務費 158 158 0
12 委託料 60,092 60,092 0
18 負担金補助及び交付金 0 895 895

事業名 (2-1) 放課後児童対策事業 事業費 895

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 2　次世代を育むために

施　　策 2-1　子育て支援の充実

根 拠 法 令
条 例 等

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱

放課後児童クラブの運営の安定化と支援の質の維持を図るため、物価高騰による運営費の
負担増加に対する緊急的措置として、光熱費及び食料費の上昇相当分を放課後児童クラブ
に補助する事業に係る経費を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

放課後児童対策事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　895,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 子ども家庭課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 1 児童福祉総務費
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補正前の額

0 0 0 △78
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

2 給料 6,828 6,828 0
3 職員手当等 2,912 2,847 △65
4 共済費 4,244 4,231 △13

事業名 (1-1) 教育長人件費 事業費 △78

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実

根 拠 法 令
条 例 等

地方自治法
町長、副町長及び教育長の給料及び旅費等に関する条例

期末手当の支給率の変更に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

教育長分

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正額 補正後の額
13,984 △78 13,906

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費
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22 3 1 1 125 学校給食代 △19,109
22 3 1 1 131 保育園・幼稚園給食代 △5,520

50,431 0 △24,629 △12,703
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 21 電力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金 50,431

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

11 役務費 1,076 1,076 0
12 委託料 91,449 91,449 0
13 使用料及び賃借料 348 348 0
26 公課費 7 7 0

1 報酬 42 42 0
7 報償費 10 10 0
8 旅費 5 5 0
10 需用費 155,273 168,372 13,099

事業名 (1-1) 学校給食運営費 事業費 13,099

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱

食料品等の価格高騰による賄材料費に予算不足が見込まれることから、増額の補正予算を
計上するものです。
また、電力・ガス・食料品等の価格高騰による保護者負担の軽減のため、町の独自施策と
して令和５年７月から令和６年１月分までの給食費を無償化しておりますが、さらに２カ
月延長して令和６年３月分までとするものです。
財源については、給食費無償化に伴い学校給食代及び保育園・幼稚園給食代を減額し、電
力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金を充当します。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

賄材料費　　　　　　　　　　　　　　　　13,099,000円

（決算見込額）　　 （当初予算額）　　 （補正予算額）
　166,040,000円　－　152,941,000円　＝　13,099,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
248,210 13,099 261,309

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 6 保健体育費 目 3 学校給食費
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22 3 1 1 131 保育園・幼稚園給食代 △784

784 0 △784 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 21 電力・ガス・食料品等価格高騰支援交付金 784

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

18 負担金補助及び交付金 1,124 1,124 0
19 扶助費 8,880 8,880 0
22 償還金利子及び割引料 2,222 2,222 0

11 役務費 1,096 1,096 0
12 委託料 41,099 41,099 0
13 使用料及び賃借料 80 80 0
17 備品購入費 2,498 2,498 0

1 報酬 2,660 2,660 0
7 報償費 395 395 0
8 旅費 47 47 0
10 需用費 35,396 35,396 0

事業名 (4-1) 保育園運営費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

根 拠 法 令
条 例 等

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱

電力・ガス・食料品等の価格高騰による保護者負担の軽減のため、町の独自施策として令
和５年７月分から令和６年１月分までの給食費を無償化しておりますが、さらに２カ月延
長して令和６年３月分までとするものです。
財源については、給食費無償化に伴い保育園・幼稚園給食代を減額し、電力・ガス・食料
品等価格高騰支援交付金を充当します。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源の組替えをするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
95,497 0 95,497

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費
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